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序章 研究の背景と目的 

本研究は、①自己調整を促す学習を適用した家庭科授業モデルを開発し、②授業実践により子どもの自

己調整の過程を実証的に検討し、③授業モデルの有効性と自己調整を促す要因を明らかにすることを目的

とする。 

激変する社会を生き抜くためには、予測できない問題に直面したときに、自らが解決の方法を適切に選

択し、多角的な視点でよりよく解決できる学び方を習得することが急務の課題となっている。 

子ども自身が主体的に学習に取り組む学習の一つに自己調整を促す学習がある。伊藤(2009)は

Zimmerman の定義から、「自己調整」とは「学習者が、メタ認知、動機づけ、行動において、自分自身の学

習に能動的に関与していること」であり、「自己調整学習は、学習者が学習過程に、メタ認知、動機づけ、

行動に積極的に関与する学習である。」としている。学校教育においては、数学、理科、英語（外国語）な

どの教科に自己調整を促す学習を取り入れた研究や、自己調整者の成長を促す自己調整モデルに関わる研

究、学習方略尺度による研究等がみられるが、家庭科に自己調整を促す学習を用いた研究は些少である。 

私たちの生活を学習対象とする家庭科では、日々生じる生活上の諸問題に取り組み、解決していく生活

実践力の育成を目指し、問題解決学習を重視している。しかし、福田(2012)は「実践によって生活がどう

改善されたかという実用と結果に偏重した評価が学習者の内的な学びへの関心を妨げてきたこと」を指摘

している。また、荒井（2009）のいう「実践や行為は、そこに至る思考や判断の帰結であり、思考や判断

こそ、実践や行為の質を決定するという考え方」が重要である。つまり、学習成果を習得した知識・技術

や生活改善した結果などで捉えるだけではなく、学習過程で用いられる学習方略の観点からとらえること

が必要である。そこで、本研究においては家庭科に自己調整を促す学習を適用することによって、生活実

践を子ども自身が科学的にモニタリングし、根拠をもって改善方法を検討できる授業モデルを開発する。 

本研究は次の手順で進める。まず、学習者の自ら学ぶ自己調整学習方略に着目し、その理論及び研究動

向について検討したうえで、家庭科の問題点を整理し、家庭科に自己調整学習を用いる意義及び用いる場

合の筋道を検討し、開発課題を提起する。家庭科に自己調整学習を用いる際の課題を解決するため、学習

者の自己調整方略の実施について調査研究を実施する。さらに、これらの調査結果を踏まえて、学習教材

や授業計画を検討する。上記の授業を実践し、学習者の自己調整学習方略の習得プロセスを他者とのかか

わりを踏まえて検討する。最後に、本研究で得られた知見をまとめ、今後の研究課題を明らかにする。 

 

第１章 学校教育における自己調整を促す学習の課題 

本章では、学校教育における自己調整を促す学習に関する課題を、先行研究や先行実践を分析すること

によって明らかにした。 

自己調整に関する学習理論の中でも、Zimmerman ＆ Schunk の理論モデルは実証的根拠に基づきながら、

実践の在り方を構想する可能性を有している。自己調整学習は個人的な認知的活動とされ、自己効力感、

メタ認知、目標設定、学習の結果などの自己調整学習と関連した個人差に焦点がおかれ、社会的文脈を自

己調整プロセスの構成要素として捉えられてきた経緯がある。新しい学習の視点では、共有された知識構

造が強調され、調整学習のモデルは、個人的構成主義から社会的構成主義で捉えられるようになった。 

伊藤（2009）は、学校教育において「生きる力」や「自ら学ぶ力」といった教育目標を理念としてとど

めてしまうのではなく、学習支援の方策を考えていく手がかりを得るためにも「自己調整学習」の成立過

程を明らかにする研究が求められていると指摘している。この自己調整学習プロセスは、中谷(2012)によ

ると、Zimmerman によって提唱され、予見段階、遂行段階、自己内省段階で構成されている。予見段階は

「実際に課題に取り組む事前の準備をする過程」、遂行段階は「自らの行動を調整したり、促進／抑制した

りする段階」で、自分の思考や行動をモニタリングし、課題の解決に取り組むことを含む。そして自己内

省段階は、課題遂行後に生じる過程で、「達成の程度を自己評価したり、結果の原因について推論」したり

することとしている。さらに、Hadwin・Järvelä・Miller(2014)は「調整学習は社会的である」とし、自己



調整を理解するためには社会的環境や相互作用について知る必要があり、自己調整が他者とのかかわりの

中で獲得されると指摘している。  

学校教育における学習場面での自己調整学習に関する先行研究においては、自己内省段階での分析や個

人を特定したプロコトルや個々のノート記録などをもとにした生徒の思考変容を分析する必要性、共調整

場面における他者からのアドバイスによる生徒の思考への影響分析などが課題として提起された。自己調

整を促す学習の有効性を検証するために、自己調整学習の過程において子どもがどのように考え、変容し

たかを詳細に分析することや、課題解決に向けての実践を評価し分析し改善する活動やプロセスについて

の検討が必要であることが課題として提起された。 

 

第２章 自己調整の観点からみた家庭科の現状 

本章では、自己調整の観点から家庭科における問題点を先行研究及び先行授業実践の分析から明らかに

し、家庭科に自己調整を促す学習を導入する意義および課題を提起した。 

家庭科は、生活者が「『ヒト・モノ・コト』と関わり、自分と環境を変化させ続けていく過程とその結

果を見通す力」である生活実践力の育成を目指している。私たちは一人では生きていくことはできず、自

立と共生を目指して、環境要素である「ヒト・モノ・コト」と関わり、自分と環境を創造し、生活実践し

ている。その過程においては、日々生じる生活課題を各生活者が自ら解決していく力が求められる。一人

ひとりの子どもが異なる生活課題を解決するには、子ども自らが自分の生活の様々な問題の中から課題を

設定し、その解決方法を検討し、計画を立てて実践するとともに、その結果を評価・改善することが繰り

返し求められる。この家庭科における問題解決的な学習の一連の学習過程は、学習者の自己調整フィード

バッグの循環的段階モデル(予見段階、遂行段階、自己内省段階)と重なると捉えられる。自己調整を促す

循環的段階モデルを家庭科授業に取り入れることは、生徒の学習においてメタ認知を促し、自己調整の力

を促すとともに、問題解決能力を育成し、学校で学んだことを日常生活に転移して実践できる生活実践力

をめざす家庭科においては意義があるといえる。 

自己調整の観点から家庭科に関する先行研究をみると、三つの問題状況が示唆された。一つ目は、児童・

生徒の実態として、生活技能を習得する機会が少なく、身近な環境とのかかわりをもって生活認識を広げ

ていくことができない状況にあること（鈴木、2005)である。二つ目として、家庭科教員は問題解決的な学

習を大切だと認識しているにもかかわらず、それを約半数が授業に取り入れておらず、特に問題解決的な

学習の過程に調理実習や製作の学習をどう位置付け、求める資質や能力の育成にどうつなげるのかという

ことに苦慮していること（岡ら、2019）、三つ目として、家庭科授業数や教員数、生徒の生活体験の少な

さなどから問題解決的な学習を取り入れた学習、特に体験的で実践的な学習において問題解決的な学習を

取り入れにくいことであった。一方、自己調整の観点から先行家庭科授業実践をみると、大河内・伊藤

(2022)が自己調整学習の循環的段階モデルを用いた小学校家庭科における栄養学習の授業を構想・実践し、

それを実証的に検討している研究がみられたのみであった。 

以上から、家庭科に自己調整を促す学習を用いる授業モデルを開発する課題として、第一に、学習者の

自己調整方略の実態を把握することの必要性、第二に、自己調整を促す学習を取り入れることが有効な家

庭科の内容の検討、第三に、家庭科に自己調整を促す学習を用いた場合、自己調整学習の循環的段階モデ

ルをどのような学習教材や指導方法で行うかを検討することの三点が提起された。 

 

第３章 家庭科における自己調整を促す授業モデル開発のための調査 

 本章では、自己調整を促す学習を用いた家庭科の授業モデルを開発するために、中学生を対象に自己調

整学習方略に関する調査を実施し、その実態を明らかにした。その調査結果を踏まえて、授業開発におけ

る課題を提起した。 

須崎(2016)を参考にした家庭科における学習段階モデル自己調整学習方略尺度調査結果から、「目標設



定」｢努力｣「自己評価」｢モニタリング」に関する調査項目に関しては肯定的回答が多いことから、生徒は

自ら課題解決に向けての計画や解決方法について努力しながら取り組み、目標達成への意欲が高く、学習

の振り返りや自己評価を重要視していると捉える生徒が多かった。しかし、集中しやる気を出すように自

分に言い聞かせる「自己教示」に関する項目得点は低かった。小野ら (2018)を参考にした家庭科学習方略

尺度による調査結果から、「学習規律」や「公正」に関する調査項目に関しては肯定的回答が多かったこと

から、学習規律、ルールやマナーを重視しつつ、仲間を尊重して取り組む生徒が多かった。しかし、「仲間

との協力的な取り組み」や「教師へのかかわり」に関しては、仲間や教師へのかかわりに躊躇しているこ

ともうかがえた。 

以上のことから、授業モデル開発の課題として、課題解決に向けて、課題を明確化させること、目標行

動をイメージさせること、仲間と意見を交流し、互いにアドバイスしあうなどの場面を設定することの三

点が提起された。 

 

第４章 家庭科における自己調整を促す授業モデルの開発と実践 

本章では、第３章の結果をもとに、中学生を対象とした家庭科における自己調整を促す学習を導入した

授業モデルを構想し、授業を実践した。 

本授業モデルは、Zimmermanが提唱した自己調整の循環的段階モデルを中学校家庭科授業に援用し、構想

した。特に、家庭科の中でも調理実習授業は、課題解決を目指して、計画し、実践し、評価・反省の手順

で授業が実践されているが、その子どもの振り返りは実習終了後に、実習中の記憶やできあがった完成品

で行われることにとどまっていることが多い。これでは、自分の実践を自分で振り返りメタ認知すること

は困難である。授業において、子どもに適切なモニタリングの機会や振り返りを共有する場面を設定する

ことで、調理の現象の科学的認識につなげることができ、さらには、他の調理においても応用できるよう

になるのではないかと考えられる。 

そこで、題材名は「簡単な日常食の調理をしよう」（５時間扱い）とし、自己調整の循環的段階モデルす

なわち「予見段階」、「遂行段階」、「自己内省段階」を援用し、調理実習（シチュー）とその振り返りを２

回繰り返す授業を構想した。具体的には、予見段階（調理計画）→遂行段階（シチューの調理実習）→自

己内省段階１（１回目の調理実習の振り返り）→予見段階（気づいた課題の解決策を班員で協議し改善計

画立案）→遂行段階（シチューの再実習)→自己内省段階２（自己内省段階１と同様に２回目の調理実習の

振り返りを実施）を行った。１回目の予見段階（１時間目）は、各班で協議し、調理実習計画書（調理手

順や役割分担も含む）を作成する授業である。班員は色が異なる付箋紙に自分の役割を記載して計画表に

貼ることによって、役割分担を明確にし、班員間で手順の確認、作業時間の想定をしながら計画した。次

いで遂行段階（２時間目）では、調理実習計画書をもとに実習を行った。そして、自己内省段階１（３時

間目）では、生徒が良い点、課題、改善策別にワークシートに記載することによって調理実習を振り返っ

た。具体的には、調理実習中に教師が２分ごとに実習の様子を写真撮影し、各班の調理実習場面を時系列

に並べた写真一覧を作成し、それを生徒が検討することによって、客観的に振り返ることができるように

した。振り返り方法としては、班毎にこの写真一覧表からの気づき（調理経過時間とその際の調理操作の

関係、調理場面での行動など）を各生徒が付箋に記載して、調理場面の当該写真の上に貼付させた。付箋

は、良かった点(黄色の付箋)、課題(ピンクの付箋)、改善策(緑色の付箋)別に記載させた。その際、班員

間で意見交流しながら付箋貼付できるように、写真一覧はＡ２用紙に印刷し、班に１枚配付した。２回目

の自己調整の循環的段階も同様に実施した。予見段階（３時間目）は、自己内省段階１での調理の振り返

りで付箋に記載した課題の改善策を班員で協議しながら調理実習計画書に改善計画を加筆した。その計画

をもとに、遂行段階（４時間目）はリベンジの調理実習としてシチューづくりを行った。その後、自己内

省段階２（５時間目）は１回目と同様に付箋を用いて調理実習の振り返りを行った。 

 



第５章 自己調整を促す家庭科授業モデルの分析と評価 

本章では、第４章で構想した授業モデルを中学校家庭科において授業実践し、その学習過程における学

習者の活動を記録・分析することによって、自己調整の習得過程について二つの観点から実証的に検討し

た。 

１ 自己調整学習を適用した家庭科の授業実践と分析 

本研究は、家庭科における調理実習授業に焦点をあてて、自己調整学習を援用した授業モデルを試案し、

それを授業実践して実証的に検討することを目的とした。 

授業前の家庭科の自己調整学習方略調査結果を、クラスター分析によって大別された３群別にみると、

授業前後ともに高得点群、中得点群、低得点群の順に自己調整学習方略得点が高かった。しかし、授業前

後の得点差は低得点群、中得点群、高得点群の順に高かった。そこで、各群の生徒の特徴を自己調整学習

方略の観点から検討した。 

自己調整学習方略得点が高い高得点群生徒は、授業前に比べ授業後の「目標設定」「モニタリング」にお

ける得点が特に有意に高かった。これは、気付いた課題に対し自分で改善策を記載している生徒が多く、

記述内容は予見段階の改善策が多かったことに起因すると考えられ、課題解決の方略を再考し、再度の計

画立案することができたと推察される。中得点群では、授業前後の自己調整学習方略得点を比較して有意

差がみられたのは、「目標設定」「努力」「イメージ」「モニタリング」「適応」の６項目であった。中得点群

生徒は、気付いた課題の改善策には、遂行段階において具体的に行動可能な作業内容が多く記述されてお

り、２回目の調理実習時の作業「イメージ」を想起できていたのではないかと推察される。低得点群生徒

は、授業前の自己調整学習方略得点が他群に比べ低かったが、授業前後を比較すると、「友達からの援助」

以外の８項目において、授業前より授業後の点数が有意に高い傾向がみられた。低得点群生徒は、課題に

気付くことや、自分で課題の改善策を具体的に考案することが難しかったことから、他の生徒との記載内

容を通した意見交換などの交流を取り入れることが自己調整学習方略を身に付けていくためには必要で

あると考えられる。 

２ 小集団における自己調整プロセスの分析 

本研究は、自己調整学習を用いた家庭科における調理実習授業を実践し、特に授業前の自己調整方略得

点が低い生徒の学習過程における他者とのかかわりに着目して実証的に検討することを目的とした。 

方法は、自己内省段階である調理実習後の振り返り場面の班員（高得点群１名、低得点群２名）の会話

を録音した音声記録をもとに逐一文字化してプロトコルを作成した。以下、高得点群の生徒を A1、低得点

群の生徒を C1、C2 とする。その分析方法は、対象者の班の調理実習場面を時系列に掲載した写真一覧を提

示し、それに各生徒が記載し貼付した付箋（良かった点、課題、改善策）の記述内容、発話プロトコルと

付箋内容の関係、授業観察記録から抽出した協議の様子を時系列に並べて他者とのかかわりを解釈した。

その結果、授業前に自己調整方略得点の低かった生徒 C1、生徒 C2 は、二人だけで協議した自己内省段階

１において協議によって新たに生成された付箋は２枚であったが、自己内省段階２において自己調整方略

得点が高い生徒 A1 が加わると、生徒 A1 が生徒 C1、生徒 C2 の発言を補足し、新たな観点を提起して進行

していた。その結果、授業後の自己調整方略得点は生徒 C1、生徒 C2 ともに上昇がみられた。しかし、班

編成の在り方によって、生徒の学びに影響を与えることが示唆された。以上のことから、本実践において

は、班員間でお互いの考え方ややり方が学べる班編成を行うこと、さらに、班員から得られた学びや本授

業を通した自らの学びの変容を意識化させる機会の設定が必要であると考えられる。後者の機会として、

特に自己内省段階２で個人思考から集団思考に移行後、再度個人思考の場面を設定することで学習効果は

一層高まると推察された。 

 

終章 総括 

 本研究の目的は、①自己調整を促す学習を適用した家庭科授業モデルを開発し、②授業実践により子ど



もの自己調整の過程を実証的に検討し、③授業モデルの有効性と自己調整を促す要因を明らかにすること

であった。 

①の自己調整を促す学習を適用した家庭科授業モデルの開発については、家庭科における調理実習授業

に、Zimmerman らが提唱する自己調整の循環的段階モデル（「予見段階」、「遂行段階」、「自己内省段階」）

を繰り返し取り入れた、中学校家庭科授業 題材名「簡単な日常食を調理しよう（５時間扱い）」を開発

した。題材目標を「基礎的な日常食の調理ができるとともに、安全と衛生に留意し、食品や調理用具等の

適切な管理ができる」とし、自己調整の循環的段階モデルを繰り返す、つまり調理実習とその振り返りを

２回繰り返す授業を構想した。本授業の対象者は中学校１年生で、予見段階（実習計画）→遂行段階（シ

チューの調理）→自己内省段階（調理実習の気づきを良かった点、課題、改善策別に付箋で貼付）→予見

段階（気づいた課題の解決方法を協働学習により改善計画を立案）→遂行段階（リベンジシチューの調理)

→自己内省段階（１回目と同様）とした。 

②の授業実践により子どもの自己調整の過程については、自己調整を促す学習を用いた家庭科の授業モ

デルを開発するために中学生を対象に実施した自己調整学習方略に関する調査を学習後にも実施し、学習

前と学習後の変容を検討した。また、調理実習の振り返り（自己内省段階）に着目し、生徒が振り返り活

動において記述した振り返り内容を自己調整学習の得点群別（高得点群、中得点群、低得点群）に検証し

た。さらに、調理実習の振り返り（自己内省段階）場面の班員の会話を録音した音声記録をもとに、発話

プロトコルと振り返り記述内容のかかわりや授業観察記録から抽出した協議の様子を時系列に並べて他

者とのかかわりを解釈した。 

③の授業モデルの有効性と自己調整を促す要因については、家庭科の自己調整学習方略調査結果をクラ

スター分析によって大別された３群別にみると、授業前後ともに高得点群、中得点群、低得点群の順に自

己調整学習方略得点が高かったが、授業前後の得点差は低得点群、中得点群、高得点群の順に高かった。

低得点群の生徒は、授業前の自己調整学習方略得点が他群に比べ低かったが、授業前後を比較すると、授

業前より授業後の点数が有意に高い傾向がみられ、低得点群の生徒の自己調整学習方略の向上において、

自己調整の循環モデルを繰り返し援用した授業は有益であったのではないかと推察された。低得点群生徒

にとって、他の生徒との振り返り記載内容を通した意見交換などの交流を取り入れることが自己調整学習

方略を身に付けていくためには必要であると考えられる。低得点群の生徒２名が二人だけで協議した自己

内省段階１に比べ、高得点群の生徒１名が加わった自己内省段階２では、高得点群の生徒が低得点群の生

徒の発言を補足し、新たな観点を提起して進行しており、その結果、授業後の低得点群の自己調整方略得

点は２名ともに上昇がみられた。しかし、班編成の在り方によって、生徒の学びに影響を与えることが示

唆された。自己調整を促す要因として、班員間でお互いの考え方ややり方が学べる班編成を行うこと、さ

らに、班員から得られた学びや本授業を通した自らの学びの変容を意識化させる機会の設定が必要である

ことが明らかになった。後者の機会として、特に自己内省段階２で個人思考から集団思考に移行後、再度

個人思考の場面を設定することで学習効果は一層高まると推察された。 

 以上より、本研究の意義と特色は次の三点にある。 

第一は、中学生の自己調整方略の実態を調査で明らかにし、家庭科において育成すべき課題を提示した

ことである。第二に、自己調整フィードバッグの循環的段階モデルを援用した家庭科授業「簡単な調理を

しよう」を開発し、授業実践において有効性を実証できたことである。第三に自己調整学習方略得点が高

い生徒が協議に参加するか否かが、得点が低い生徒の学びに影響を与えていたことから、班編成の在り方

によって、生徒の学びに影響を与えることが示唆されたことである。 

本研究において自己調整フィードバッグの循環的段階モデルを援用した家庭科授業「簡単な調理をしよ

う」を開発できたことは、これまで十分に行えていなかった調理実習についてのモニタリングの機会や振

り返りを共有する場面を設定することで、調理の現象の科学的認識につなげることができ、生徒の生活実

践力を高めることに寄与できると考えられる。 



今後の課題として、次の三点が残されている。 

第一に、自己調整学習方略得点が低い生徒が、学習課題に気付き、解決できる自己調整方略を高めるた

めには、本研究において担った自己調整学習方略得点が高い生徒の役割をさらに探求し、明らかにするこ

とが必要であると考える。 

第二に、生徒の班編成の在り方の検討である。各生徒が授業前よりも授業後にさらに自己調整学習方略

を高めるよう、自己調整学習方略の異なる様々な生徒で構成される小集団において比較検討することが必

要である。 

第三に、学習者は他者とかかわり合いながら学習する過程の中で、新しい気付きを得て、自分の考えの

編み直しが行なわれ、それが自己調整学習方略の習得につながったのではないかという仮説の実証のため

には、さらなる実践的検証が求められる。 
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